
第１章

二輪車産業からみたアジアの産業発展

――知的資産アプローチから――

大 原　盛 樹　

　本章は，本書における各章の議論に依拠しつつ，二輪車産業に焦点を当て

ることでより鮮明にみえてくるアジアの産業発展の現段階と発展過程の特色

について検討する。本章は産業発展に関する普遍的なモデルの構築を意図す

るものではないが，しかしある種の分析視角を提示しようとするものである。

それはアジア諸国の地場企業の自立へ向けた能力蓄積のめざましい進展と，

それにもかかわらず彼らの前に立ちふさがる先進国企業へのキャッチアップ

の難しさに着目するものである。そして，それらを理解するアプローチとし

て本書が重視するのは，一国に蓄積された産業資源および国内市場の重要性

であり，それらを形成した歴史の役割である。

　本章は，まずこれまでのアジアの産業発展に関する先行研究が提出したい

くつかの重要課題に対して，二輪車産業での観察結果がもつインプリケー

ションを吟味する。次いで，同じ二輪車産業であっても，各国で産業発展過

程がかなり異なることを明らかにする。最後に地域比較の試論として，それ

らの相違をもたらした諸要因を仮説的に提示する。



第１節　アジア産業発展論における本書の位置づけ

　本節では，アジアの産業発展に関するこれまでの重要な議論をレビューし，

次いでそれらの議論のなかでの本書の位置づけを示す。

　１．既存研究の大まかな流れ

　１９９０年代までのアジア諸国の産業発展に関する既存研究は，以下のように

整理することができると考える。

　�　革新能力の有無――投入拡大か能力同化か

　���������	�
���［１９９９］（１）によれば，アジアの後発産業化諸国の経済成長

を説明する諸説は大きく２つに分けられるという。ひとつは，もっぱら投入

物の量的拡大に成長の源泉を求める「投入拡大論」である。アジア諸国の急

速な経済成長は，先進国で標準化した生産技術を使ってもっぱら物的，人的

資源の投入を増大させた結果であるとみて，彼ら独自の革新による部分がほ

とんどなかったという面を強調する。もうひとつは，学習能力を重視する「能

力同化論」で，先進国からの移転技術の学習，吸収とその改良を行うだけの

技術的能力が国内に形成されていたことを強調する。前者を代表するのが

�������［１９９４］であり，後者を代表するのが������［１９８９］，����［１９９２］，

���［１９９７］，������［１９９５］等の能力・資源アプローチをとる論者である。

各種の����企業の実態調査から，アジアの後発国で成長を支える能力・資源

が蓄積されていることはすでに明らかになってきており，その点で後者の見

解が優勢になった観がある。ただし前者が強調するように，先進国企業は後

発国企業に対し，未だに継続的に技術力で優位に立っており，その意味で

「投入拡大論者」が提出した視点が完全に否定された訳ではない。
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　�　発展の原動力――国民経済かグローバル・ネットワークか

　後発国経済のキャッチアップ過程を，主に一国内部の諸要因の結合の結果

としてみようとする議論と，その下位にあるアクター（個人，企業，産地のよ

うな地域）のグローバルなネットワークのなかでの成長に注目する議論とが

ある。１９８０年代まで前者が研究の中心にあった観があるが，それは実態とし

て，アジア諸国の産業発展のレベルが今と比べて低く，企業のグローバルな

展開も現在ほど多くなかったことが主な原因だと考えられる。国民経済ベー

スの産業発展の成功例とみなされたのが日本であった。後発工業化の議論の

古典といえる����������	�［１９６２］や��������［１９６２］に典型的にみられる

ように，国民経済ベースの議論のなかで分析される産業は「リーディングセ

クター」として，その国の産業全体の発展を先行して体現し，牽引するもの

として論じられた。１９９０年代半ばまで，世界銀行の『東アジアの奇跡』を含

めて，アジアの産業発展は政府の役割の評価を目的に論じられることが多

かったが（������［１９８９］，����［１９９０］，��������	
［１９９３］），それらも発展

の原動力を国民経済とみなす点で共通している。また同時期に（主に先進世界

の）革新を生み出す場としての「国」の役割を重視する������［１９９０］の「国

の競争優位」論と������［１９９３］等の「ナショナル・イノベーション・シス

テム」の議論に韓国，台湾の事例が登場するが，それらも国民経済ベースの

産業発展論に属すると考えてよい。

　一方，１９９０年代以降，産業発展論の流れを大きく変えたのはグローバルな

価値連鎖（�����������	�
���
）に基づく考え方である（２）。１９９０年代のエレク

トロニクス，��産業の急激な成長は，輸出の急増を通じてアジア諸国の成長

を牽引したが，それはアメリカを中心にした先進国企業がアジアに張り巡ら

せた生産ネットワークに，アジアの個別企業や産地（���������	
��������）が参

画し，そのなかでアップグレードを果たしていった結果である（�������［１９９４］，

������［１９９７］，����������	�
��	��
������［２０００］）。その背景には，��産業に

典型的にみられる急激な技術変化，すなわち，高度集積化，数値制御化，アー

キテクチャのモジュール化の進展（３）がある。後発国の政府の役割も，多国籍
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企業の誘致のように，企業や産地がグローバルな生産ネットワークに参画す

るのを促進することに重点が置かれるようになった（������������	
�������
�

［２００４］）。ただし，その過程で企業や産地に蓄積された能力がどのようにその

国の他の産業の発展に結びつくかに関する議論は比較的少ない（４）。かつて

日本が成し遂げたような，そして��������［１９６２］が「雁行形態論」で見通

したような，後発国が先進国と同質的な産業構造と競争力を有するようにな

るという一国ベースのキャッチアップという考え方は，産業構造のグローバ

ル化という現実の前で，急速に影響力をなくしつつあるようにみえる

（��������������	��
���［１９９５］，尹［２００３］，末廣［２００３］）。

　�　産業発展の担い手――大企業か産業集積地か

　ここで大企業とは，量的な生産規模が大きいと同時に，独自ブランドと販

路をもち，その価値を高めるための戦略的行動をとる企業を意味する。

　産業発展の研究に企業ベースの分析は欠かせないが，従来，産業発展の担

い手という視点での後発国の企業研究は，大企業に注目が集まった。それは，

経済発展の初期に工業化をもっぱら担ったのが，国の支援を受けた大企業で

あったというアジア諸国の現実に由来すると考えることができる。また

��������［１９６２］以来，専門経営者により統治される大規模企業になること

が企業進化の方向だという見方が経営学で一般化していた。

　一方，規模は小さくとも，専門化した企業の集積によりフレキシブルな分

業がなされる地域の発展に，大量生産モデルを乗り越える希望を見いだそう

とした��������	�
����［１９８４］の出現以来，後発工業化国においても産業集

積が注目されるようになった（たとえば�������［１９９５］）。先進国の巨大企業と

タッグを組むのであれば，地場企業の規模の大小はあまり重視されなくなっ

たようである。アジア諸国に膨大な数の産業集積地が実際に勃興し，調査の

面でも中小企業を含めた多数のサンプル調査がなされるようになり，その実

態が明らかにされつつある（５）。明らかに，後発国の産業集積地は，グローバ

ルなネットワークを通じた世界大の分業というパラダイムと親和的である。
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　�　アジア産業発展の「楽観論」――主流パラダイム

　上記の３つの観点から先行研究の流れを概括的にみれば，１９９０年代後半以

降の産業発展論は，グローバルなネットワークのなかでの機能と能力のグ

レードアップ，国と政府の役割の後退，地域的に分業する産業集積地の役割

の増大という視点で展開される議論が主流になった観がある。急速な情報・

通信技術の進歩は先進国から後発国への技術情報の伝播を促すと同時に，生

産のグローバル化を推し進める。そのなかでの先進国市場へのアクセスの増

大および多国籍企業との連携の強化が，後発国の地場企業の能力を不断に向

上させる。グローバル時代のアジア諸国の産業発展は，そのような「楽観論」

とでもいうべき論調で語られることが多くなったといってよいだろう。

　２．知的資産アプローチ

　

　二輪車産業に焦点を当てることでみえてくるアジアの産業発展のイメージ

は，しかしながら，そうした主流パラダイムのものとはかなり異なっている。

　�　二輪車産業からみえてくる産業発展の特徴

　我々は，まず第１に，地場企業の独自の能力構築を高く評価するが，しか

し楽観的「技術同化論」が想定したほど真の「同化」が容易でないことに着

目する。それは一見逆説的だが，二輪車産業が目まぐるしい技術革新がない

技術的に成熟した産業であることと関わりがある。第２に，我々は「グロー

バル・ネットワーク論」よりも「一国論」に重点を置く。産業発展のあり方

に影響を与える最大の要因として，一国に歴史的に蓄積された産業資源（後

述）を重視し，グローバル競争よりも国内市場での活動に注目する。そして地

場企業の，強力な外国企業とのグローバルな協調よりも，むしろそれを利用

し対抗するという意思を重視する。第３に，我々は「産業集積地」の重要性

に留意しつつも，同時に「大企業」の役割に注目する。これは本書が，最も
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高度な知識を要求する部門を先進国に残し，オペレーション部門を後発国で

展開する多国籍企業よりも，自国にベースをおき，その国と将来を共有しよ

うとする企業こそ，内部により知識を蓄積し，国内の産業資源のグレードアッ

プをより力強く牽引すると想定するからである。そしてそれらの企業が，

往々にして現地の「大企業」だからである。さらにそのなかで，独自ブラン

ドで販路を開拓する地場のリーディング企業が，産業発展の牽引役の頂点に

立つと本章はみなしている。

　�　知的資産アプローチ――本書の基本的な分析枠組み

　革新を，それまで誰も行ったことのない新結合というシュンペーター的な

意味ではなく，その企業にとって新しい技術的・経営的試みを，リスクを負っ

てチャレンジすることだとすれば（����［１９９２］，��������［１９９５］），後発国の

諸企業が何らかの革新を行い，そこから日々学習するなかで能力を向上させ

ていることは明らかである。ここで我々が注目すべき課題は，彼らが革新を

行っているかどうかではなく，彼らの革新の質である。そして各国，各企業

で行われている革新にみられる質的相違とそれを生み出した要因を探ること

である。

　������［２００１］は，先進国企業と後発国企業には本質的な差異が存在する

と指摘した。彼女は，前者が「独自の（�����������）革新」を絶えず行うこと

で長期のレントを獲得しているのに対し，後者のほとんどが「純粋な学習」

に終始し，模倣が容易なために多数出現する同質的な競争者のなかで短期の

レントに頼る不安定な経営しかできないという。そしてその格差を生み出す

のが，後発組にとって模倣が難しい企業特殊な資源，能力であり，その本質

的な源泉は，企業およびそれを取り巻く社会に，長期にわたる製造経験の末

に積み重ねられた厚い「知識ベースの資産（���������	
����
������）」だと指

摘した。先進国企業が開発した製品と同じようなものを，同じような品質と

価格で作れるようになるという意味でのキャッチアップは，多様な産業分野

で多数のアジアの後発企業がすでに成し遂げている。しかし真のキャッチ
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アップが，ある国・地域の多数の企業が「独自の革新」を絶えず生み出し，

その国・地域に長期のレントをもたらすようになることだとすれば，韓国，

台湾を含めたほとんどのアジア諸国について，それを成し遂げているとはい

い難い。戦後の後発国の学習が「独自の革新」を容易に生み出さなかったと

すれば，先進国が主導するグローバル・ネットワーク下でのアジアの産業発

展に関する楽観的見通しは，今一度再考が必要だろう。

　アムスデンは地場企業，とくに専門経営者に率いられた大企業を，その国

の知的資産蓄積の主役として重視した。またそれら地場企業が，その国の人

的資源（経営者・労働者），関連産業での諸企業，金融資本，教育・研究機関

等のあり方に大きく影響されていること，政府が重要なアクターとなってい

ること，歴史的な経験がその国の産業化の方向性に大きく影響を与えている

ことを強調した。そのような包括的な枠組みは，上述の「国の競争優位」や「ナ

ショナル・イノベーション・システム」の概念と共通する。

　本書は，以上のような知的資産アプローチを基本的な分析枠組みとして採

用し，ある後発国に蓄積された知的資産を体現するものとして二輪車産業に

おける完成車企業とそれを取り巻く多数の部品企業を主要な分析対象とする。

そして，個々の企業で行われている革新の実態（具体的には，二輪車の新製品

開発，品質の作り込み，コスト削減の努力など）と，そうした革新を生み出す企

業の「能力」の形成のされ方を把握することに最大の重点を置く。その際，

二輪車産業の発展に大きく影響する素材や機械設備・工具，エレクトロニク

スといった関連産業や関連研究機関，そして政府の役割も，適宜分析対象に

加えることにする。ある産業の発展に直接・間接に動員されるそれらの幅広

い諸要素を「産業資源」と呼び，ある国の産業発展において，その国の知識

を体現した諸産業資源がどのように統合・活用され，また，それら資源の質

的向上がどのように図られているのかを具体的に考察することで，その国の

産業発展の程度と方向性を推し量ることにする。
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第２節　二輪車産業の特色と本書のインプリケーション

　本節では，二輪車産業の特色を検討し，本書を通じて明らかになるアジア

の産業発展の理解に対するインプリケーションを考察する。二輪車産業を通

して浮かび上がってくる点として，�地場企業の能力形成と産業資源の統合，

�ドミナントな先進国企業との関係，�国内の他の諸産業の資源の活用，�

国内市場（需要）の重要性の４点を挙げることができる。

　１．幅広い国内産業資源の統合――完成車企業と部品企業

　二輪車産業は後発国の地場企業を競争の主役として考察することが可能な

産業である。その点で，ほぼ完全に日米欧の先進国企業の価値連鎖内に各地

の地場企業が組み込まれた四輪車産業や，独立したブランドをもつ地場メー

カーが多数あっても，ほとんどの核心技術を先進国企業に依存せざるをえな

いエレクトロニクス産業と異なる。

　上述のように，地場企業はその国に存在する産業資源を（適切な知識さえあ

れば）外国企業よりも積極的に活用しようとするため，その国に多様な産業資

源の形成を促す有力な原動力になると想定できる。そのリーダーとして期待

できるのが二輪完成車企業である。競争力のある完成車企業の存在は，その

国に生産面だけでなく企画，開発，販売等に関する幅広い産業資源の形成を

促進する可能性が高い。その事例として，本書の各章は，各国での完成車企

業の部品企業の育成と能力向上促進のあり方を実証的に検討している。

　�　アジアの主要完成車企業

　まず世界の二輪車産業におけるアジアの位置づけおよび主要完成車企業を

確認しておこう（図１）。

　世界の二輪車生産の９割以上がアジアで行われているが，そのうち４割強
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が日本企業４社（ホンダ，ヤマハ，スズキ，カワサキ）およびその資本が入っ

た関連企業（日系企業）により生産され，４割強が１００社以上の多数の中国の地

場企業によって生産される。残りの２割弱がインドと台湾の大型地場企業，

およびその他の小規模企業が担っている。

　代表的なアジアの地場完成車企業（日系を除く）に，台湾の光陽工業股�有

限公司（以下，光陽工業），三陽工業股�有限公司（以下，三陽工業），インド

　第１章　二輪車産業からみたアジアの産業発展　��

（注）「～系」とは日本企業の関連会社による日系ブランドでの海外生産（アジア以外でのものを含

む）。カワサキの海外生産は不明。企業名は略称。企業名横の数字は2003年の生産台数（万台）。

（出所）日本企業各社HP，本田技研工業株式会社広報部世界二輪車概況編集室編［2005］，『中国

汽車工業年鑑』2004年版，佐藤・大原編［2005］の企業ダイレクトリーより作成。   

図１　アジアの主要二輪完成車企業と生産台数（2003年）
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（以下，���モーター社），そして中国の大長江集団有限公司（以下，大長江）や

嘉陵工業有限責任公司（集団）（以下，嘉陵），宗申摩托車集団（以下，宗申）

をはじめとする十数の企業群がある。アジアの有力完成車企業は，ホンダ，

ヤマハ，スズキ，カワサキから技術を導入することで発展の地歩を築いたが，

現在では基本的に技術的な独立を果たし，各国市場で日本企業と激しくシェ

アを競っている。

　�　完成車企業の資源統合と部品企業

　二輪車産業では完成車企業による諸資源の統合力が非常に重要である。二

輪車は多様な素材からなる部品（数え方によるが小型車で１０００～３０００個といわれ

る）を結合する必要があり，それらの多くが独立した多数の部品企業群により

生産・供給されている（６）。二輪車は精密な内燃機関を使い，人命の安全，環

境に対する影響が大きい製品であるため，よい品質の製品を作るには，部品

間および部品企業間の相互調整を完成車企業が慎重に行う必要がある。

　二輪車生産に従事する企業の大部分は，部品製造，下請け加工，素材や製

造設備・工具等の供給，設計・技術サービスの提供等を行う事業者である。

完成車企業と直接取引する一次サプライヤーの数をみると，たとえば２０００年

にヤマハが日本国内で直接取引するサプライヤー（一次サプライヤー）は，主

要な部品企業が約２００社，総計で約５００社に上り，１車種当たりでは約１５０社で

あった（７）。さらにそれらを支える二次，三次サプライヤーを加えると，その

数は完成車企業１社当たり数千に上ると考えられる。

　二輪車は四輪車と比べて物理的に小さく，製造面で大型設備の必要性が低

い。製品の技術変化が基本的になく，製造技術は成熟している。そのため資

本規模の小さなアジアの地場企業も部品企業としてなら比較的容易に競争に

参入することができる。そこで小規模な地場企業がまず簡易な小物部品の生

産を開始し，その後，製品の複雑化・大型化，加工の精密化，複合化等を行

い，技術的な深さ・範囲を増大させ，経営規模を拡大していくことで，企業
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としての成長を果たすと想定することができる（８）。また四輪車部品やその

他の関連する分野へ進出することでさらなる成長が可能となるだろう。日本

のホンダ，スズキとその一次サプライヤー群は，完成車企業と部品企業が一

体となって能力を向上させ，小規模な二輪車製造企業群が大規模な四輪車製

造企業群にアップグレードした典型的事例である。

　卓越した技術を有する日本企業は，これまでアジア諸国で膨大な数の地場

部品企業を育成してきた。本書でもタイ，インドネシアにおける事例を詳細

に報告している。ただし外国企業による進出先での地場企業の育成は，主流

パラダイムでこれまで述べられてきたことである。

　二輪車産業の事例でより注目されるのは，その育成効果の潜在的な限界で

ある。すなわち，部品企業が本来もつ潜在力を十分に引き出せない，あるい

は，部品企業がもつ将来的な発展への欲求と完成車企業の要求とのミスマッ

チが生じるという現象である。二輪車産業全体の技術変化の少なさと生産規

模の小ささにより，二輪車事業のみに経営範囲を限定することで部品企業は

潜在力を充分に発揮できない可能性がある。さらに四輪車に比べて完成車企

業が個々の部品について把握する技術的範囲が深く広いため，部品企業がブ

ラックボックス的に特殊な知識を隠しもつ機会が相対的に少なく，レントを

享受するチャンスが少なくなる可能性がある。

　この点は日本の四輪車産業について従来からもたれてきたイメージと対比

した時，鮮明になる。本書第３章は，金属加工分野の部品について，製品開発・

設計に関わる技術が完成車企業の掌中に握られているため，部品企業はもっ

ぱら生産技術（主に品質・コスト・納期―― ��������	
����	
�������の頭文字から

以下，���と総称――に関わる技術）に関する能力の向上に専念することを求め

られる。それが新製品や新技術の開発に向かう契機を失わせ，長期的に自立

した経営を行う能力を身に付けるチャンスを減じる可能性がある，と論じて

いる。この問題はアジアにおける日系完成車企業と地場部品企業との間にも

共通して起こりうる。とくに東南アジアでは，機能部品や技術的に高難度の

重要部品を現地に進出した日系部品企業が担い，地場企業が担うのは技術的
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難易度の低い一般的な金属加工部品のみという階層性がより顕著にみられる

ため，その問題が顕在化しやすいと考えられる。

　この点で興味深いのはインドの事例である。地場完成車企業であるバ

ジャージ・オート社は，日本企業に比べて個別部品に関して把握する知識が

少ないと推測できる。そのため，近年，新規車種の開発を本格化させると，

同社は地場部品企業により積極的な製品開発への参加を求めるようになった。

それが地場部品企業の新規製品の開発能力の向上を，日系完成車企業よりも

高い程度に促している可能性があることを，第６章は論じている。

　�　積み重ね型革新（����������	
����������）の重要性

　二輪車製造は，「作る」のが容易で，そのため新規参入もしやすいが，しか

し「よいものを作る」のは必ずしも容易ではない。「積み重ね型技術革新」（９）

が組織的に行われることが非常に重要だからである。

　たとえば，クランクシャフトとコンロッドの接合部は，燃焼エネルギーを

回転運動に変えるため多大な負荷がかかる重要な部位である。その形状や加

工精度，材質，熱処理方法は，度重なる試験を経て，最適と思われるものが

細かく設定される。たとえば加工の公差（許容誤差の範囲）はミクロン単位で

設定される。その設計はさらに量産後のユーザークレームへの対応（苦情，

問題の発見，再現，分析，解決）の過程で変更が加えられる。そのような試行

錯誤が個々の重要部品について繰り返される。生産期間が長期化するにつれ

てそのような改善が徐々に加わり，技術的な知識，ノウハウが積み重なって

いく（１０）。

　ただし，それらの知識が蓄積されるには意図的な組織的努力が必要である。

たとえば日本のメーカーでは設計室に「禁手マニュアル」というような過去

の技術的失敗例が保存されており，コピー厳禁で門外不出だが，開発者が閲

覧して共有している（１１）。成熟製品の積み重ね型技術革新とは，ひとつひとつ

の技術は難易度が高いものではないが，組織的に長期に蓄積され，きちんと

過去の経験が踏襲されることで，最終的に大きな力となるものである。
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　エレクトロニクス産業で起こるような新技術による既存業界秩序の仕切り

直しが二輪車産業にはなく，そのため企業間の技術的序列の逆転が起こりに

くい。そのため観察者にとっては，アジア諸国の地場企業で地道な技術の積

み重ねがどの程度，どのように実行されているかを観察するのに適している。

第５章は，１９９０年代に粗製濫造企業といわれた中国企業も，実際には積み重

ね型革新を着実に続けていることを明らかにしている。

　２．先進国のドミナント企業への対応――利用と対抗

　二輪車産業の特色のひとつは，日本の強力な完成車企業の存在，とくにホ

ンダのドミナントな存在である。それは各国の市場でホンダの製品のシェア

が高いということと，ホンダの製品がアジア各社の主なベンチマーク（１２）およ

び模倣の対象になっているという２つの意味をもつ。独自の知的資産の蓄積

が薄い後発産業化国の企業が，先進国企業に挑戦する際の本質的な困難さが，

二輪車産業を観察することで，より鮮明に浮き彫りにされる。本書が重視し

たいのは，地場企業によるドミナント企業との「協調」という言葉の背後に

隠れた，「利用」と「対抗」の意思である。

　�　ドミナント企業

　二輪車産業では，製品の新規性，安全・環境面での国際的工業標準の制定，

レース活動等の二輪車文化普及などの幅広い二輪車をめぐる世界において，

事実上ホンダがドミナント企業として世界的に業界を牽引している。ヤマハ，

スズキはホンダから差別化する形で自らの道を模索し，それら日本企業をみ

ながらアジアの完成車企業が基本的な戦略を構想しているという状況にある。

　日本の完成車企業の強さは，各国での市場シェアをみると明らかである。

本書で取り上げる日本以外の６カ国のうち，タイ，インドネシア，ベトナム

では市場シェアのほとんどが日本ブランドで占められる。インドではホン

ダ・ブランドが５０％のシェアを有し，台湾ではヤマハが３０％のシェアをもつ。
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台湾の光陽工業，三陽工業もそれぞれ３０％のシェアをもつが，両社は１９９０年

代初めまでホンダと資本提携関係にあり，とくに１９８０年代まではホンダの強

い影響下にあった。現在，地場ブランドのシェアが日本ブランドを大きく上

回るのは中国のみである。日本ブランドによる市場の席巻は欧米市場および

他の発展途上国市場においても同様である。

　後発国の企業にとって重要なのは，世界中の二輪車市場が日本の３～４社

による寡占状態にあるため，先進的技術を導入する際，導入先が非常に限ら

れるという点である。四輪車産業であれば欧米日で２０社以上の，エレクトロ

ニクスや��産業の場合はより多くの先進国企業があり，さらに多数の技術の

ソースがある。しかし二輪車産業においては，往々にして日本企業数社のい

ずれかに頼らざるをえない（１３）。

　�　ドミナント・モデル

　アジアにおけるホンダの圧倒的な競争力の源泉のひとつは，１９５０年代末に

開発された�１００（日本名スーパーカブ，巻頭写真１を参照）という製品自体が

もつ競争力である。�１００は次の３つの点でユニークであった。�戦後の日

本の悪路とビジネス環境に適した製品であった（そのため発展途上国市場にも

適していた），�二輪車産業で初めて本格的な近代的大量生産システムで生産

された，�馬力の強い小型４サイクルエンジンを搭載していた（１４）。

　アジア諸国の市場では，１２５��以下の単気筒４サイクルエンジンを搭載した

小型二輪車がほとんどを占める。東南アジアではホンダの�１００ベースのビ

ジネス車と，ヤマハ，スズキがそれをベンチマークして開発した車種がほぼ

すべてを占める。インドでは１９９０年代前半まで小型スクーターが主流であっ

たが，１９９０年代半ばから跨り式車種（モーターサイクルタイプ）が急速に普及

した。それを担ったのがヒーロー・ホンダの��９０ベースのビジネスバイクで

あり，そのエンジンは�１００のものと構造が基本的に同じである。台湾では

１２５��スクーターが主流だが，市場シェアの６割を占める光陽工業，三陽工

業の車種は，少なくとも１９９０年代半ばまではホンダから導入したモデルに基
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づいたものであった。中国では日本ブランドの製品のシェアは低いが，１００社

以上の地場企業がこぞって生産するのが��１２５，�１００，��６という３種類の

モデルのエンジンを搭載した模倣あるいはマイナーチェンジ版の車種である。

��１２５はホンダが１９７０年代に発展途上国向けの戦略モデルとして開発したも

の，��６はホンダが既存モデルをベースに光陽工業と共同開発した車種であ

る。このように，現状では市場の大半はホンダが数十年前に開発した技術に

基づいた製品で占められている。その意味で，ホンダが開発したこれらの車

種をドミナント・モデルといってよいだろう。

　ただし，２０００年前後から日本企業は新モデルの投入を強化しており，また

アジアの地場企業も近年，独自の開発能力を身に付け，新車種のリリースが

本格化している。とくに台湾とインドの地場完成車企業は，独自に開発した

エンジンを搭載した新規性の高いモデルをリリースするようになっている

（第４章，第６章参照）。「独自の革新」を行う段階に入り始めたと考えられる。

　�　地場企業によるドミナント企業の利用とそれへの対抗

　将来的な発展を目論む後発国の完成車企業，および部品企業が取りうる発

展経路は３つある。外国企業が用意する生産ネットワークの構成要素として

組み込まれ，その内部で発展を目指すか，独自のネットワークを自ら構築す

るか，あるいは，その２つを巧妙に組み合わせるか，である。

　アジアの代表的な地場完成車企業のほとんどが，日本企業の現地組立工場

あるいは現地販売拠点として彼等のグローバルな生産ネットワークに入るこ

とで発展の契機を�んだ。また膨大な数の地場企業が日本の完成車企業の現

地部品サプライヤーとして生産ネットワークに組み込まれた。彼等はネット

ワーク内部での役割を高めつつ，企業としての能力の向上を目指す。しかし

上述のように，外国企業に新しい役割を与えられないと成長の限界に直面す

る可能性がある。

　それは図２のように表すことができる。縦軸を能力の向上の度合いとし，

横軸を時間とする。進んだ技術をもつ外国企業のネットワークに組み込まれ，
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ある役割を与えられると，それを達成するために必要な能力の育成のため，

技術移転が積極的になされるであろう。そのため能力向上の速度は急である。

しかし一度，期待されたレベルまで地場企業の能力が向上すれば，外国企業

はそれ以降，新たな技術移転を行わない可能性が高い（１５）。そのため能力向上

が停滞する可能性がある。

　一方，独自ブランドでの製品開発と市場獲得を目指す場合，進んだ外国企

業からの支援を受けられないため，能力向上の速度は緩慢かもしれない。し

かし将来的には外国企業のネットワーク内部で見込まれる水準を超える能力

を獲得できる可能性もある。無論，自らの努力だけではその水準にも達しな

い可能性も大きい。

　より現実的なのは，外国企業と事業の一部（たとえば一部の事業部，一部

のモデル，一部の技術のみ）で提携を行い，急速に能力を高めつつ，外国企

業のコントロールから自由な別の部分で独自の能力の獲得を目指す道である。

そこで得た実力によって外国企業のネットワークから完全に離脱することも

ある。台湾の光陽工業，三陽工業のホンダからの離脱はその典型的事例であ
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図２　地場企業が期待する発展経路
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る（第４章参照）。

　外国企業のネットワーク内部にとどまっても，長期間，能力向上の限界に

直面しない可能性もある。たとえば，外国企業はより高い生産性を実現する

ために彼等のネットワークを再設計し，ネットワーク内部で地場企業に与え

る機能，期待値を不断に高めている（たとえばコスト削減，品質向上，現地化

開発への参加等）。すなわち，図２の曲線がさらに上部へシフトし，地場企業

は外国企業のネットワークに止まることに不満を感じないのである。実際に

日本企業の���に対する厳しい要求に対応するだけで精一杯という事例は

多い。また，その地場企業の潜在能力の程度も重要である。その地場企業の

潜在的な能力向上速度が遅ければ，長期間限界に直面せず，外国ネットワー

クに止まることに不満を感じない場合もあるだろう（たとえば第８章のインド

ネシアのサプライヤーのケース）。日本企業が集中するタイでは，１９９０年代半ば

から東南アジア向けの現地化開発の拠点という位置づけが明確に与えられる

ようになり，ネットワーク内部の地場企業には製品開発というそれまでとは

異なる能力が求められるようになった（第７章）。すなわち，図２の曲線が上

方にシフトし，サプライヤーは能力向上の限界に突き当たらないのである。

　３．国内の関連産業の重要性――発展の循環を促進するもの

　アジア諸国の二輪車産業をみると，国内の関連産業の厚み，多様性と二輪

車産業自体の競争力に密接な関係があることが強く示唆される。比較的厚い

関連産業基盤を地場企業が中心になって長年形成してきた台湾，中国，イン

ドで，日本の完成車企業に対抗する地場完成車企業が出現したのは，決して

偶然ではないだろう。

　ある産業が一国のなかで他の産業の発展を牽引し育成する程度が強い場合

（たとえば自動車産業が鉄，プラスチック，ガラス等の素材から多種多様な部品まで，

膨大な需要を生みだし，さらにそれら分野の技術発展を促す）と，すでに存在す

る他産業が生み出した資源を活用する程度が強い場合があるとしよう。産業
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基盤の弱い東南アジアは前者に，日本，台湾，中国，インドにおける二輪車

産業は後者に当てはまると考えられる。前者は，「後方連関効果」（最終需要

および川下産業の需要増大が投入を誘発し，中間財・素材等の川中・川上産業の発

展を促す効果）が相対的に高い場合であり，後者は，「前方連関効果」（既存の

産業資源が新しい活動への投入物として活用されることで，より川下にある産業や

他産業の発展を促す効果）がより高い場合だと考えてもよい（１６）。

　ある国，地域における個々の産業の規模の増大と産業の種類の多様化は，

前方連関効果と後方連関効果が相互に強化しあう循環によりもたらされると

考えられる（�������［１８９０］，������［１９５７］，�������［１９９１］）。その自己強

化の循環は，川上産業と川下産業との間の直接的取引による投資誘発効果（１７）

によるだけでなく，現代の地理経済学によれば，規模の経済（収穫逓増）の

存在，特殊技能をもつ労働者への需要増大，技術のスピルオーバー，コミュ

ニケーションの容易化等の外部性により促進され，大規模化，専業化，多様

化，そして産業（およびそれを担い需要する人々）の他地域からの集中化をと

もなうという（�������［１９９１］，���������	�
���
��［１９９５］，��������［１９９６］）。

　第２章で詳しく論じられるが，日本の二輪車産業の競争力の強さは，その

背後に自動車産業をはじめとする強力な支援産業が存在することに由来する。

日本の二輪車産業は，戦後，航空機，織機，楽器，自動車，自転車，ミシン

等を生産していた企業や技術者が新規参入して生産が拡大したことが知られ

ている（小栗［１９９５］，富塚［１９９６］）。ホンダとスズキは１９７０年代から四輪車に

主軸が移っており，両社の主要部品企業も現在では四輪車用部品を主体にし

ている。ヤマハも重要機能部品については，独立系四輪車部品企業やその他

の産業用製品を主体にする企業が担っている。そして重要な素材サプライ

ヤーのほとんどが，二輪車産業が勃興する以前から存在している。上述した

循環的な産業発展という視点からみれば，日本の二輪車産業は，日本の機械

関連諸産業が前方・後方連関効果を相互に発揮しながら全体として大規模化，

多様化するという大きな循環のなかで，いわば後発的，派生的な産業として，

既存の産業資源の活用という前方連関効果により強く主導されて形成された
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ということができるだろう（１８）（図３）。�

　対照的に，いくつかのアジア諸国では二輪車産業が「リーディング産業」

として後発連関効果を発揮し，他産業の発展を牽引することを期待されてい

る。ベトナムやインドネシアがその例である。産業発展過程にみられる先進

国と後発国の埋めがたいギャップは，そのような関連産業を含めた国内の産

業基盤の差に帰することができると考えられる。

　図３は，二輪車産業と後発国の産業基盤との関わりを描いたものである。

日本で関連する産業資源を活用して戦後勃興した二輪車産業は，他の重工業

よりもいち早く海外展開を行うにいたる（第２章）。まず完成車企業が後発国

�に進出する（①）。しかし現地には部品製造業（主に金属，プラスチック，ゴ

ム，ガラス等の素形材製造と加工，それらの組立），それを支える基礎機械産業

（金型，熱処理，工作機械，工具，測定機器等），さらにそれらを支える基盤産業

（鉄鋼，プラスチック，ゴム，ガラス等の素材産業，さらには工業デザインに関連

するソフト産業等）が僅かしか存在しない。そこで日本から部品企業が現地に

進出し（②），さらに基礎機械産業に関わる企業が続いて進出する（③）。そ

の過程で，外資完成車企業は発注と指導を通じて地場部品企業の勃興と成長

を促し，次いで外資部品企業も加わって，地場の基礎機械産業の発展を促進

する。タイの事例では，①の流れが１９６０年代から，②が１９８０年代から，③が
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図３  二輪車産業と国内関連産業基盤の関係

海外進出

完成車製造業

部品製造業

基礎機械産業

基盤産業

四輪車 二輪車 外資二輪車企業

後方連関効果 前方連関効果

既
存
地
場
産
業
基
盤

先進国（日本） 後発国A 後発国B

（出所）筆者作成。
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１９９０年代後半から本格的に始まった。ただし，基本的に基礎機械産業を担う

企業は日本では中小企業が多く，また個人に体化された熟練技能に頼る程度

が高いため，③の流れは②に比べれば件数的には少ないようだ。東南アジア

において，金型などの基礎機械産業の領域で地場企業が現在勃興しているの

はそのためであろう。

　後発国での問題は，外国企業の進出がもたらす後方連関効果および地場企

業への技術移転の効果が，その産業に対する最終需要を拡大し，新産業の勃

興を誘発する前方連関効果をどれほどもたらすかにある。後発国�では，川

下産業を担う地場企業が少なく，後方連関効果が相対的に弱いかもしれない。

さらには地場の二輪車完成車企業がないため，前方関連効果も限りがあるか

もしれない。後方・前方連関効果の循環は，控えめなものになる可能性があ

る。

　一方，後発国�（たとえば台湾，中国，インド）には，地場企業によるある

程度の産業資源がすでに形成されており，外資企業の進出は，地場企業に刺

激を与えつつ，彼等の成長を促した。台湾では１９７０年代から部品製造業や基

礎機械産業に属する日本企業との交流に依拠しながら，日本企業の技術観を

共有する地場企業が多数育った（第４章）。一方，中国では，１９８０年代までに

国家主導である程度の独自の産業基盤が形成されていたが，計画経済的色彩

の濃い経営体制のなかで多くの企業がその本領を発揮できずにいた。しかし

１９９０年代に本格化した市場経済化のなかで，旺盛な事業拡大意欲をもつ膨大

な数の地場企業が二輪車製造に参入し，見よう見まねで技術を模倣し，低品

質といわれ失敗を繰り返しながらも部品企業，関連素材企業として成長を続

けた。１９９０年代に突如として中国市場の内外に溢れ出た「コピーバイク」は，

そのような地場の部品企業の自立的な（あるいは完成車企業との協調が非常に

少ないという意味で孤立的な）発展がもたらしたものであった。これら諸国で

は，川上，川下両方面に多数存在する地場企業が後方・前方連関効果を活発

化させたため，後発国�よりも両効果の循環が強く実現されたと考えること

ができる。
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　主流パラダイムでは，国内に産業資源が乏しい後発産業化国が，その弱点

を海外の産業資源と市場で補うために，地場企業がグローバル企業のネット

ワークに参画し，海外市場に輸出することを奨励した。それに対して，本書

のアプローチでは，国内に蓄積された産業資源の厚みと多様性が産業の競争

力にとって最も重視される。中国やインドのように，不器用ながらもそれら

をある程度フルセットで育成してきた諸国で，競争力のある地場の二輪車産

業が発展していることを考えれば，それらの長年の資源蓄積努力を評価すべ

きであろう。

　４．国内市場の重要性

　最後に，産業発展における国内市場（需要）の重要性を，二輪車産業をみ

ることで確認することができる。「現地市場適応」が二輪車ビジネスにおいて

最も重要だからである。

　�　市場が決める製品技術の進化の方向性

　アジアで主に使用される二輪車は，ビジネス，通勤・通学，買い物等の生

活用品として，主に中低所得者層に消費されている。中国のように，大都市

での所有制限政策から，農村，中小都市が最大の市場になっているところも

ある。エリート層の生活様式や嗜好は各国で大差がないと考えられるが（パ

ソコンや乗用車で世界標準商品が出現するのはそのためである），庶民の生活，嗜

好は各国によって大きく異なる。たとえば，東南アジアで普及する�１００タイ

プのアンダーボーン型（巻頭写真４を参照）は，タイ，インドネシア，ベトナ

ムで相互に似てはいるが，全く同じ部品で作られているわけではない。外観

に関する嗜好，道路状況，平均使用時間や積載荷物重量，燃料の質，ホコリ，

補修インフラといった顧客の使用環境に加え，各国で安全，排ガス，騒音等

の公的規制が異なるためである（１９）。そのため重要機能部品は，基本的な構造，

寸法は同じだが，最高性能，スペック，付加機能等が少しずつ異なる。
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　アジア市場での製品技術の変化の方向は，低価格化（コスト削減），燃費や

耐久性といった実用面での品質向上であり，厳格化する排ガス規制への対応

である。そこでは戦後の日本企業が経験したような，レースを通じた高性能，

高速・高回転の追求，そのための大型化という革新とは相当異なる方向への

進化が求められている（２０）。日本市場で顕著だったモーターレース文化の本

格的な普及は，アジア市場では今のところみられない。

　�　政府規制とその有効性

　各国の政府規制のあり方も産業発展の方向を決める要素として重要である。

１９９０年代にアジア各地でエンジンの４サイクル化が急速に進んだが，それは

政府の環境規制の強化がもたらしたものであった。

　中国とベトナムで低価格かつ低品質の製品が急速に普及したのも，市場を

監視するべき政府のあり方と大きく関係している。中国で１９９０年代後半から

粗製濫造企業が急増したのは，生産許可制度，交通安全規則（ユーザー登録，

車検，保険等）や環境基準，知的財産権保護等に関する規則が概ね存在する一

方で，コスト高を恐れる完成車企業と消費者双方がそれらを公然と無視し，

政府もそれを黙認するという，公的規則を有効に機能させる社会的な制度の

未熟，混乱に起因していた。ベトナムで一時期，中国製バイクが氾濫したの

は，基本的にベトナムの政府，企業，消費者が中国と共通してもつ性質が原

因のひとつだと考えられる。ただし中国市場に関しては，���加盟前後から

政府規制が厳格化され，２００２年以降は規制の末端での貫徹に本腰が入れられ

ており，優良な大企業しか生き残れない時代の到来を予測させる（第５章）。

　�　輸出と海外生産

　海外市場への進出は，アジアの地場企業の技術能力の向上にとって非常に

重要な契機となる。一般に，海外市場では輸入品に対する品質への期待は高

い。また輸出する側も海外ではユーザー対応がしにくいので，出荷前に高品

質を確保しておく必要がある。海外市場開拓が新製品開発の能力向上の重大
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な契機ともなりうる（たとえば第４章の欧州市場に進出した台湾企業の事例）。

　日本の完成車企業は早くも１９６０年代半ばに国内生産の大半を輸出するよう

になったが，同様の発展経路を辿ったのが，国内市場が狭隘な台湾である。た

だし技術的な完成度の低さから１９８０年代前半まで輸出が低レベルに止まった。

完成車企業が輸出を本格化したのは，ホンダからの技術的自立を果たして以

降である（第４章）。

　海外市場への進出で注目されるのは中国である。２０００年以降，中国は輸出

を急増させ，２００４年には４００万台弱（国内生産の約４分の１）を輸出するにい

たった。中国の輸出の大半は地場企業によるもので，主にアジア，アフリカ

の発展途上国に向かっている。２０００年のベトナムへの大量輸出にみられるよ

うに，これまで日本の完成車企業が開拓した市場において，低価格を武器に

それまで二輪車に手が届かなかった庶民層に浸透し，シェアで優位に立つと

いうものである。長らく日本ブランドが寡占状態にあり価格が高止まってい

たそれらの国に潜在的に存在していたローエンド市場を，中国製品が顕在化

させたのである。そのインパクトは甚大で，その後，日本をはじめとする各

国企業が低価格化対応を加速化させた（第２章）。また単なる輸出だけでなく，

海外生産も進めており，とくにインドネシアやベトナム等に多数の企業が進

出している（第８章，第９章）。

第３節　産業発展過程の多様性――地域比較の課題に向けて

　前節では，アジアの産業発展をみるうえで二輪車産業に注目することでよ

り明確になると思われる４つの点について検討し，あわせて本書の各章の議

論を紹介した。

　次に我々が行うべきは，各国の二輪車産業の発展過程の多様性を確認し，

相互の相違をもたらした原因を実証的に比較検討することであろう。本書の

第２章以下では，本章第１節に提示した知的資産アプローチにしたがって，

　第１章　二輪車産業からみたアジアの産業発展　��



地場企業の能力構築という観点から各国二輪車産業の発展過程と現状の多様

性を詳細に描き出している。しかし，その多様性の原因を体系的に解明する

地域比較については，残念ながら現在の我々にはそれを十分に行うだけの方

法がない。それは今後の課題とし，ここではその準備作業として，各国の代

表的地場企業の発展過程に相違をもたらした原因について問題提起的な仮説

を提示することにする。

　１．発展の方向性と重点による相違

　

　企業の能力と産業資源が時とともに蓄積されること自体は各国の二輪車産

業とも同じだが，しかしそれがどのような過程を経て進むのかについては差

異が生じうる。

　各国の企業が，�量的規模の拡大，�品質の向上，�新規性の向上，�独

自ブランドの展開（企画，戦略，販売，サービスを含む），�海外への事業展開

（異文化適応）という，相互に密接に関わりながらも基本的に異なる種類の能

力を伸ばしていくとする（２１）（����［１９９２］，��������	�
��
�
����
��
����［１９９８］，

������［２００１］を参照）。各国の企業は，それぞれが直面する競争環境や競争

パターンにあわせて，それら５つの能力を拡張させようとする。その点でい

ずれも基本的な方向性は同じである。しかし発達させるものの順番や重点は

異なる可能性が高い。その相違が各社の特色を，ひいてはそれをとりまく各

国の産業の特色を体現していると考えよう。

　２．台湾，中国，インドにおける地場企業の能力形成の相違

　本書の各章および既存研究によれば，中国，インド，台湾の主要地場完成

車企業（中国――大長江，嘉陵，宗申，インド――バジャージ・オート社，台湾

――三陽工業，光陽工業）の能力を大まかに比較すると，図４のように描くこ

とができる。

��



　第１章　二輪車産業からみたアジアの産業発展　��

台湾（三陽工業，光陽工業）

インド（バジャージ）

中国（大長江，嘉陵，宗申）

ベトナム（地場「組立企業」）

タイ（タイ・ホンダ）

図４　アジア諸国の主要二輪完成車企業の諸能力の比較

品質向上

新規性 量産規模

海外拡張

（異文化適応）

独自ブランド

（戦略，サービス部門等）

品質向上

新規性 量産規模

海外拡張

（異文化適応）

独自ブランド

（戦略，サービス部門等）

（注）日本の完成車企業（日本国内）を１（外枠）とした場合の，各国の主要地場完成車企業の能

　　力水準。ベトナムの「組立企業」については第９章参照。

（出所）筆者作成。



　中国企業は台湾およびインドと比べ，明らかに早急な量的拡大を志向し，

一方，台湾，インドの主要企業は日本企業より長い時間をかけて規模の拡大

を行ってきた（図５）。ここで重要なのは，中国における量産能力の追求が，品

質向上や新規開発を行う能力の蓄積にとってマイナスの影響を及ぼしたと考

えられる点である。１９９０年代の中国では各社の早急すぎる量産追求が品質問

題を出現させ，粗製濫造製品を氾濫させた。また既存の売れ筋車種の量産を

追求することで，新規開発による製品ラインナップの充実を遅らせた（������

［２００６］）。一方，台湾，インドでは，量産規模の拡大は遅いが，その分，まず

品質向上に関わる能力，次いで製品開発の新規性に関わる能力の向上により

多くの努力を注ぐことができたと考えられる。

　中国の地場完成車企業は独自ブランドを有するが，しかしそのブランド価

��

（注）国内生産台数。企業名横の（　）内の数字はオートバイの量産開始年。図内の数字はホンダ

の生産台数。ホンダ（世界）の数字は，国内生産台数に海外生産推計を足したもの。ホンダの

海外生産推計は，熊本，浜松製作所のKD生産量（1974～1994年），1999年はアイアールシー，

2004年はホンダ発表。三陽工業は台湾の三陽工業股　有限公司（Sanyang Industry Co., Ltd.）。

三陽工業の第１年目から10年目までの生産台数は不明。嘉陵の12年目，大長江の15年目，宗申

の10年目の生産量は，2004年（嘉陵24年目，大長江12年目，宗申８年目）のもので代替。ホン

ダの55年目は2004年（54年目）で代替。

（出所）『中国汽車工業年鑑』『台湾機車史』，本田技研工業株式会社広報部世界二輪車概況編集室

編［2004］，アイアールシー編［2003］。

図５  アジア主要二輪完成車企業の量産能力の拡大速度
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値はあまり高くない場合が多い。そして中国市場において，完成車企業によ

る一貫した流通ネットワークの形成は遅れている。製品についても販売サー

ビスにおいても，消費者からみて極めて同質的であり，激しい価格競争に陥

りやすい。ただし，世界のローエンド市場に積極的に進出するなど，その弱

点を生産規模でカバーすることに非常に積極的である。

　日本企業を除けば，台湾企業は製品の新規性に最も力を入れており，品質

は日本企業に匹敵する。国内で一貫した閉鎖的販売ネットワークを形成して

ブランド力を維持すると同時に，輸出比率が５０％を上回り，欧州へ輸出を増

やすなど海外でもブランド価値を高めつつある。

　インドは台湾と比べて国内市場がはるかに大きいため，インド企業は安定

的に大規模化を続けている。高い品質を誇り，新規性の追求も本格化してい

る。また台湾同様，国内に一貫した販売ネットワークを構築している。ただ

し海外市場への進出はこれからである。

　以上の相違を生みだした背景を考察してみよう。まず中国と台湾，インド

では競争の質が異なる。台湾，インドでは安定的な品質，新規性の競争が行

われているが，それは上位企業の高い市場占有率と，市場の安定的な拡大，

そして日本企業並みに長い製造経験の積み重ねが背景にあると考えることが

できる。

　一方，中国で展開されているのは，大量の企業による同質的な価格競争で

ある。百数十社に上る膨大な数の企業の存在と，彼等の間の能力の同質性が，

そのような競争を生み出したのであろう。分散的な企業間分業のあり方もそ

れを補完する要素である（第５章）。

　市場の質の相違も重要な要因である。台湾では都市化が進み，インドでも

二輪車の主要な市場は都市部である。一方，中国は農村・中小都市が主な市

場である。所得水準に対応して，都市部でより差別化された製品が好まれ，

農村部でより低価格の製品の需要が大きいとすれば，中国とインド・台湾の

相違は主なターゲットとする市場が生みだしたと考えることができる。同時

に，安全，環境，知的財産権等の公的規制を遵守する社会的な秩序が整う台
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湾，インドと，それが未熟な中国という相違も重要である。

　さらに市場の規模および拡大のペースも大きく異なっていた。中国では需

要が１９９０年代前半に急激に顕在化し，かつそれが未曾有の規模であったため，

既存の完成車企業を盲目的な量産化に走らせるとともに，多数の新興企業の

新規参入を許したと考えられる。台湾では市場規模が小さく，インドでは市

場が安定的に増大したので，有力完成車企業がシェアを維持しながら拡大し，

安定的に品質と新規性を追求できたものと考えられる。

　国内の関連産業が形成された経緯も重要であろう。上述のように，台湾で

は部品企業や素材産業が長期間をかけて成長し，さらに日本を中心に外国企

業が１９６０年代から技術移転を続けてきた。同国の二輪車産業の発展はその基

礎の上に成り立っているため，品質，新規性を追求する方向に自然に向かっ

たと考えられる。さらに，１９９０年代に入って地場完成車企業がホンダからの

自立を果たしたことが能力のさらなる伸張の契機となった。

　インドと中国でも，計画経済的な色彩が濃い時代に，地場企業が独自に発

展した。インドでは少数の財閥系企業の周辺に部品産業や関連産業が作り出

されたが，一方，中国では各地方で同質的な産業構成をもった工業化が目指

された。中国では二輪車の部品サプライヤーのほとんどは，従来，二輪車や

四輪車と関係ない，多くの地方所属の機械関連企業であった。また，そこか

ら流出した大量の技術者が新興企業家と結びついて１９９０年代の二輪車産業の

発展を主導した。中国の完成車企業の乱立は，孤立的，流動的な部品サプラ

イヤーの氾濫に支えられたものであった。

　３．東南アジアにおける企業の能力形成

　東南アジア（タイ，インドネシア，ベトナム）の地場企業の能力形成過程を，

台湾，中国，インドとの比較で特徴づければ，それは日本の完成車企業主導

のサプライヤーとしての発展であり，貧弱な国内の関連産業基盤のなかでの

発展ということができる。

��



　産業発展をリードする存在としての地場完成車企業は存在せず，産業発展

は主に外国企業の生産ネットワークの成員としてのものであった。地場完成

車企業も存在はするが，「組立企業」としてマイナーな位置づけに止まるか，

あるいは技術的自立には未だほど遠い段階にある。

　中国，台湾，インドと異なり，国内の産業基盤も欠けていた。東南アジア

では，関連産業基盤も外資主導で形成されており，その充実度も外資の戦略

に大きく依存した。いち早くタイが日本の完成車企業の東南アジア拠点と定

められると，日本企業主導の産業集積が実現したが，一方，インドネシアは，政

府の介入度がタイよりも高く，外国企業の進出も増えなかった。ベトナムも

同様である。

　東南アジアにも市場の相違がある。早くから日本企業が一貫した流通網を

構築したタイ，インドネシアに対し，１９９０年代に市場を開放したベトナムで

は販売面での「囲い込み」ができておらず，また公的規則を有効に機能させ

る諸制度の未熟も加わって，中国企業の進出が実現した。

　図４では東南アジアを代表する企業として，外資系完成車企業である�����

����������	�
���
�����������（以下，タイ・ホンダ）と，ベトナムにおける地

場「組立企業（２２）」の能力を示した。タイ・ホンダは日本並みの品質をすでに

実現させ，量産能力にいたっては日本のマザー工場をはるかに超えている。

日本の国際生産ネットワークの中核のひとつとして，生産に関して十分な能

力の構築を実現している。販売，ブランド力についても圧倒的に強いが，そ

れは日本ブランドの強さであって，必ずしもタイ独自のものではない。一方，

新規性という点では，タイ・ホンダは現地市場適応のためのマイナーチェン

ジを行う機能に止まるため，能力水準は低いとみなすべきであろう。生産技

術（���）に偏った能力形成を続けていることがわかる。

　ベトナムの完成車を生産している地場企業の多くは，中国企業と提携する

ことで基本的な技術力の欠如を補っている。そのうち比較的成功しているも

のは品質とブランド力の強化よりも，もっぱら量産と低価格に競争力の源泉

を求めている。製品に新規性はほぼないといってよい。販売も独自ブランド
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で行っているものの，エンジンに「���������	��
���」「�����������	��」と

打刻して偽らねばならないほど，そのブランド価値は低い。

　４．本研究の成果と今後の課題

　本節ではアジア諸国の産業発展過程の相違が，主要企業の能力構築の程度

と重点の相違に体現されていると想定し，その相違の抽出を試みた。同時に，

その相違を生み出した原因を問題提起的な仮説として提示し，検討した。大

まかには，量産志向，コスト競争，分散型組織というイメージに代表される

中国，安定的拡大，品質・新規性の競争，統合型組織というイメージの台湾

とインド，そして日本企業のコントロールの下で生産技術の強化に励むタイ

とインドネシア，いずれの能力においても未熟なベトナム，という相違を指

摘した。各国の産業発展過程は多様であり，それぞれに固有の特色をもつと

いう点は明確にできたと考える。

　そのような相違をもたらした原因については，各国の国内市場の規模，拡

大速度と質，歴史的製造経験の蓄積，外国企業との交流の程度，企業間競争

の質，分業組織やそれに影響を与える市場取引システムの性質，政府の政策

などの要因が複合的に関連していることを指摘できるであろう。統一的な尺

度を用いた，より体系立った地域比較研究を行うための枠組みづくりは今後

の課題としたい。しかしここまでの作業で，各国に固有の論理を読み解きつ

つ関連する諸要因を総合的に勘案して分析する，地域研究的アプローチの有

効性を今一度主張しておいてもよかろう。本書の以下に続く各章は，それを

行うものである。

〔注〕―――――――――――――――

�　���������	�
���［１９９９］は，量的投入を重視する学説を「蓄積理論

（�����������	
����
�）」，能力向上を重視する学派を「同化理論（������������	

������）」と読んでいる。本章における企業の能力や産業資源の「蓄積」とは

意味が異なり，読者を混同させる恐れがあるので，ここでは別のいい方をして

��



いる。

�　価値連鎖，商品連鎖，生産ネットワーク等の概念については��������［２００１］

を参照。

�　モジュール化の進展が産業発展に与えた大きな影響については������������

������［１９９７］を参照。日本での研究は藤本・武石・青島編［２００１］，青木・安

藤［２００２］を参照。

�　������［１９９５］は台湾の事例に注目し，企業が���から開始し，技術的能

力の蓄積とともに独自ブランドでの経営を中心に行うようになるという楽観

的な見通しを披露したが，それは現在でも実現したとはいえない。一方，

��������	�
��
�
����
��
����［１９９８］は，「輸出主導型能力形成」によって，

外部資源の統合という「ネットワーク活用能力」が台湾で発展したと主張した。

�　産地，集積をキーワードに，大量のサンプル調査から東アジア諸国の産業発

展プロセスに関する一般的議論を試みた本格的実証研究が園部・大塚［２００４］

である。

�　ホンダ，ヤマハの国内工場の外製率（製造コストに占める外部購入部材の割

合）は約７～８割である。外製率は台湾，インドの地場完成車企業もそれらと

大差ないが，中国や台湾南部，ベトナムには外製率が約９割に上る完成車企業

も存在する。

�　同社での聞き取り調査による。

�　これは，日本では主に四輪車産業の研究を通じて一般的に共有されるように

なったイメージである。そのような部品企業の進化を，四輪車産業の事例に基

づき，「貸与図」サプライヤー（部品詳細設計を完成車企業から貸与される，

すなわち，製品開発能力が低い）から「承認図」サプライヤー（部品企業が詳

細設計を行い完成車企業がそれを承認する，すなわち，製品開発能力が高い）

への進化という概念により理論化したのが�������［１９８９］である。

�　��������	
���
�
���［１９８５］は，その製品・製造工程の技術と市場の変化と

いう２つの軸を設定し，技術・市場とも全く新しい「アーキテクチャ的革新」，

既存市場で技術のみ変化する「革命的革新」，既存技術で市場のみ変化させる

「ニッチ的革新」，既存の市場と技術で競争を行う「積み重ね型革新」の４つに

分類した。

�　以上の記述は元ホンダの開発担当技術者である松浦鼎氏の報告による。松

浦［２００４］。

�　同上，松浦［２００４］。

�　最大のライバルとして分析し，それに何らかの上乗せ，または差別化する形

で自らの製品戦略を定めることをいう。

�　イタリアのピアジオはスクーターの専門企業なのでアジアであまり需要が

ない。近年，台湾と韓国の完成車企業が技術移転を行うようになり，さらに欧
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州のエンジン技術コンサルタントも技術供与を行っている。しかし今のとこ

ろ日本企業ほどの影響力はない。日本の技術コンサルタントも重要な技術の

媒介となっているが，そこで活躍する技術者の多くがホンダやヤマハの��で，

技術は完成車企業とそれほど変わらない。

�　それまではトルクが強く加速感のある２サイクルエンジンが主流であった。

ヤマハとスズキは１９８０年代まで２サイクル技術を主流に製品展開をしてきた。

しかし１９９０年代に入って各国政府が環境対策のために排ガス規制を強化する

と，それを満たしにくい２サイクルエンジンは急速に減少し，１９９０年代後半に

は４サイクルエンジンが市場の主流として定着した。１９５０年代から４サイク

ル技術を追究してきたホンダは，非常に強い技術的な優位を得た。

�　さらには，地場企業がより高く，幅広い能力を求めようすると，外国企業は

これを認めようとしないかもしれない。地場企業が他の事業を始めることで，

現在の事業へのコミットメントが低下するのを恐れるからである。

�　ここでの前方・後方連関効果の定義は��������	［１９５８��１００］による。

�　ハーシュマンが想定したのはそのようなフィードバックである（��������	

［１９５８］）。

�　この点を指して，小栗［１９９５］は二輪車産業を「プロデューサー的産業」と

呼んだ。ただし，二輪車にも部分的に他の産業（とくに四輪車）を超えた技術

があり，共同開発等を通じて自動車産業等に新技術を供給している側面もある

ことには注意を要する。日本ではレース用の二輪車は，四輪車の要求水準を超

えた高速性，耐久性が求められるため，二輪完成車企業との取引が四輪車部品

企業に技術的貢献をもたらす場合がある。たとえば，四輪車のエンジンは

１０００��で１００馬力に満たないが，二輪車では１０００��で２００馬力を出力する。その

ためエンジン組立用のボルトひとつでも，四輪車よりもはるかに強度の高いも

のが二輪車では求められる。

�　ホンダのタイとインドネシア生産拠点での聞き取り調査に基づく（２００２年３

月２０日，２００４年９月２４日）。

�　耐久性，燃費，排ガス削減については日本企業も同時に追求してきた。しか

し一部のインド企業が，日本の経験を超える燃費を実現するなど（第６章），

日本企業の技術的実績を部分的に上回る事例もみられるようになっている。

また台湾企業や中国企業が顕著に増加させている，二輪車技術をベースにした

���（小型四輪車）製品の発展もひとつの方向である（第４章）。

�　���については，����［１９９２］等の代表的な先行研究では，投資能力，製

造能力，開発能力といわれる。そのうち製造能力については，本書で���に関

する諸能力に分けてさまざまな角度から触れているように，内容がとくに多様

である。ここでは「品質」に重点を置き，製造能力を代替させることにする。

品質については，二輪完成車では，耐久性，燃費，馬力，トルク，静音性，走

��



行性等のさまざまな品質を測る指標があるが，ここでは「耐久性」を念頭に置

くことにする。なお，以下の図４における台湾，インド，中国，日本の「品質」

の序列については，これら４カ国をよく知る日本の技術者３名に大まかに判定

してもらったものである。

�　第９章では，輸入部品を組み立てるだけの地場企業を，企画・開発・製造・

販売を統括する「完成車企業」とは区別して「組立企業」と呼んでいる。
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（マイケル・Ｊ・ピオリ，

チャールズ・Ｆ・セーブル／山之内靖・永易浩一・石田あつみ訳［１９９３］『第

二の産業分水嶺』筑摩書房）．
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　第１章　二輪車産業からみたアジアの産業発展　��




